
２０１５年１２月号外 発行／日本共産党東海村委員会 日本共産党の見解をお知らせします。

連絡先／東海村村松２４０１－１ 電話 029-212-3366 Fax 029-212-3367 Eメール toukai@oona-mieko.info

「戦争を体験していない私の子や孫を、戦争に送り出すかも知れないなんて。

戦争法は絶対になくしてほしい」、悲痛な声が寄せられています。憲法９条のもと

「戦闘地域には行かない、武力行使はしない」と、７０年間平和を守ってきた日本。

なんとしてもこのまま未来に手渡したいと、実感する毎日です。

福島原発事故で避難が続いている方々の痛切な思いを、東海村で繰り返して

はならないと、今、決意を新たにしています。

誰もが安全に安心して暮らせること、こんなあたりまえのことが一番必要とされ

る時代になりました。村民一人ひとりを大切にする地方自治体の役割がますます

重要です。

みなさんと力をあわせ、平和でずっと安心して住み続けられる東海村のために

全力をつくします。

プロフィール ■１９５４年押延生まれ■県立日立第二高等学校卒業、常磐短期大学卒業■新日本婦人の会東海支部事務局長、同県本部常任委員、

中丸小・東海南中・県立東海高校のＰＴＡ委員などを歴任■東海村議４期■家族は夫■押延在住■ホームページ http://oona-mieko.info/
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おおな

１２万人が参加した「戦争法案反対・安倍内閣退陣 ８．３０国会前

大行動」 （日本共産党ホームページより）
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【２０１５年度実施】

●介護保険在宅サービス利用料助成の廃止

●介護保険在宅サービス食事費助成の廃止

●後期高齢者医療保険料助成の廃止

●村松宿こども園給食調理業務の民間委託

●コミセン利用料の減免制度見直し

【２０１６年度実施予定】

●白方小の給食調理業務の民間委託

●百塚保育所調理業務の民間委託

●公立幼稚園保育料の引き上げ

●学童保育事業への民間委託の導入

●村立学童保育保育料の引き上げ

●国民健康保険税の引き上げ

住民負担の数々



日本共産党村議団は、戦争法（安保

法制）廃止、原発再稼働ストップなどの

請願に一貫して採択を主張。

アベ暴走政治を許さぬ先頭に立ってき

ました。日本共産党の２議席こそ、平和

とくらしを守る議席です。

■国保税の１世帯１万円引き下げ
「高くて払いきれない」と悲鳴があがっています。１世帯１万円の引き下げを求めます。約５，０００万円あ

れば実現できます。

■介護保険の利用料・食事費助成の復活
「村長が変わったら、たちまち助成策が廃止」。くらしの応援に逆行しています。廃止（約７，１００万円）さ

れた助成策を復活させます。

これまでに村がためこんだお金は、何と１３８億円。１人当たりの

額は水戸市の約７倍、ダントツ県内一位です。しかし村は、コミセン

利用の減免制度を見直し実質有料化や、住民サービスを削るな

どの村政に大きく転換させました。「くらし支援を続けてほしい」…

これが村民の率直な思いです。

日本共産党は、ため込み金の一部を使ってくらし応援の政治を

めざします。

■子どもの医療費無料化を高校卒業まで
県内でも常陸太田市や大子町などで高校卒業までの医療費助成が実現。東海村でも実施して、子ど

もの健康を守ります。約２，０００万円あれば実現できます。

■小中学校の給食費無料化、エアコン設置
子どもは村の宝です。子どもたちがすこやかに成長できるよう、小中学校の給食無料化、エアコン設置

を求めます。給食無料化は約１億７，６００万円、エアコン設置は約３億円あれば実現できます。

■公立幼稚園・学童保育料の値上げストップ
少子化対策の一つは、子育て支援の充実です。計画されている幼稚園・学童保育料値上げをストップ

させ、父母の願いに応えます。合わせて約３，１００万円あれば実現できます。

■人間ドックで健康な村づくり
村立東海病院・村内医療機関と保健行政が一体となった健康増進をすすめます。人間ドック(３５歳以

上)への助成をはかり、早期の発見・予防につとめます。約１億５，０００万円あれば実現できます。

■正規職員が当たり前の村政をめざして
保育所では４５%、図書館では７３%が非正規職員です。正規職員化をめざして、雇用の安定と、ゆきとど

いた村政をつくります。

１人当たりのためこみ金額

万円

水戸 ひたちなか 日立 東海

１３９億 １７８億 ２４６億 １３８億
５４２５万円 ６９６１万円 ２２６万円 ４５７０万円

5.1万円

１１.３万円

１２.９万円

３６.１万円４０

３０

２０

１０


